






















































































































































































































































































































































































































































和44. 6・3刑月 1巻6号657頁，東京地判昭和 45・2. 26刑月 2巻 2号
137頁，旭川地決昭和 48'2・3刑月 5巻2号 166頁，束京地判昭和 51・2・
20判時817号 126頁，佐賀地唐津支判昭和 51'3・22判時813号 14頁，福
岡高判昭和 52・5・30判時861号125頁，神戸地決H日和 56・3・10判l時
1016号 138頁，東京地決昭和 57・3・17判時 1098号 452頁，大阪高判昭和




刑月 3巻6号 783頁，神戸地判昭和 52・7・1刑集 37巻6号 855頁(最判昭
和58・7'12の第1審判決).大阪高判昭和 55・3・25高刑集33巻1号80








日市支決昭和 53・3' 10判時895号43頁，旭川地決昭和 59・8・27判時
1171号 148頁，浦和地判平成2・10・12判時 1376号24頁，佐賀地決平成




42' 4・12下刑集9巻4号 410頁，福封地判昭和 44・8'7刑月 l巻8号823












刑事筋(昭和 58年度)， 174頁。評釈として，井戸田侃「判批J 法学セミナ
ー 346号66頁 (1983年)，渥美東洋「半ほし法学新報 91 巻 5~6~7 号 221
頁 (1984年)，上口裕「判批J r昭和 58年度重要判例解説， 66頁(1984
年)，小早川義日IJr判批」法学教室40号制頁 (1984年)，光藤景佼「判批」
判例評論304号60頁 (1984年)，山崎恵美子「判批J 法律のひろば36巻 10














ば，笹倉宏紀「判批J ジュリスト 1304号 (2006年)190-191頁。
(8) 神戸地判昭和 52・7・1刑集37巻6号855頁。







































(20) 最判昭和 61・4・25の解釈に際L. この点を強調する見解として，山田
耕司「尿の任意提出における「同一目的・直接利用」基準J判タ 779号
(1992年)52頁。
(21) 第l審判決は，別件逮捕中に行われた警察官の取調べについては，それ
が「違法」である旨を明示的に述べているが，本什勾留中に行われた警察官
及び検察官の取調べについては，違法な身柄拘束を「利用」して行われたも
のと評価しているにとどまる。しかしながら，排除法則の適用に閲する判示
部分を見る限り，同判決が，本件勾留を身柄拘束処分として違法と評価する
一方，その聞に行われた捜査機関の取調べを適法と評価していると解するの
は明らかに不自然であり，後者についても r利用」関係の密接性に照らし，
同じく違法と評価する趣旨と解されよう。なお，後述のとおり，控訴審判決
は，本件勾留中に行われた警察官及ひ'検察官の取調べにつき，明示的に「違
法」と評価している。
(22) 第l審判決は，消防職員の質問調査それ自体の適法・違法については，
その評価を明示していないが，排除法則の適用に関する判示部分を見る限
り，同判決が，消防職員の質問調査を違法と評価していると解するのは明ら
かに不自然であり，裁判官の勾留質問と同様，適法と評価しているものと解
される。なお，後述のとおり，控訴審判決は，消防職員の質問調査それ自体
につき，明示的に「適法」と評価している。
(23) 川出敏裕 r判例講座刑事訴訟法〔捜査・証拠篇J，(2016年)98頁，長
沼純良「判批J '刑事訴訟法判例百選(第9版)J (2011年)41頁，佐藤隆之
「判批J r刑事訴訟法判例百選(第8版)， (2005年)43頁，酒巻匡「判批」
r刑事訴訟法判例百選(第7版)， (1998年)41頁。
(24) 河上和維『自白， (1982年)187頁。
(25) 控訴審判決は，第1審判決とは異なり，別件逮捕の違法の程度につき，
(651) 
(法学2018) 82-6ー 19
明示的に「重大な違法」と評価しているが，これは，第n罪判決が出された
後，最判昭和 53・9・7が，証拠排除に関する基準として r令状主義の粉神
を没却するような重大な違法」という要件を打ち出したことを受けたもので
ある。
(26) 高刑集33巻 l号91頁。
(27) 高刑集3巻1号91頁。
(28) 高刑集3巻1号92頁。
(29) 高刑集33巻 l号92頁。
(30) 高刑集33巻1号92頁。
(31) 高刑集33巻l号95頁。
(32) 東京地決昭和39・10・15下刑集6巻9=10号1185頁は，先行逮捕の違
法と勾留の関係につき rこれらの規定〔刑訴法207条及び同204-206条〕
からすれば，起訴前においては，裁判官は検察官の鵡求によってはじめて勾
留の裁判をなすことができ，検察官は適法な逮捕を前提としてのみ勾留の請
求ができるものと解される。従って，逮捕が違法である以上，検察官として
は直ちに被疑者の釈放を命ずべきであって勾留の請求をすることができず，
たとえ勾留請求がなされでも不適法な請求であるから，裁判官は勾留状を発
付することができないJ，r要するに，勾留状発付が適法であるためには，ま
ず第一に適法な勾留請求が存在しなければならず，請求が適法であるために f 
は，逮捕手続が適法でなければならない。本件においては，逮捕手続が違法 1 
であるから勾留請求が不適法であり，従って勾留状発付も不適法というべき
である」と判示する一方 r本件勾留状発付，即ち勾留の裁判が不適法であ
るといって，裁判官により記載要件を具備した勾留状が発付されている以
上，直ちにこれを当然無効なものとはいえず，その効力を否定するために
は，権限あるものの取消行為が必要であると解される。換言すれば，本件勾
留の裁判は，一応成立したけれども，適法な勾留請求を前提としなかったと
いう液抗を有t__，取消し得る裁判であるといえる」と判示している。
(3) 高刑集31巻1号92-94頁。
(34) 高刑集31巻1号 104頁。
(35) 高刑集33巻1号86頁
(36) 高責IJ集3巻1号94頁。
(37) このような判示は，身柄拘束の違法と身柄拘束中に行われた自自の証拠
能力の関係に関する最判昭和25・9・21刑集4巻9号 1751頁の判示 (r不法
勾留中の聴取書であるということだけではこれを無効と1押すべき理由がな
(652) 
82-6-20 
適法性の承継論と帯樹の呆実論
いj)を想起させるものであるが(最判昭和27・1・25刑集6巻10号 1245
頁，最判昭和27・4・17裁判集刑事63号299頁も参照)，これらの最高裁判
例は，排除法則の生成・発展以前のものであるため，その射程については慎
重に!拝する必要があろう。
(653) 
(法学2018) 82-6-21 
